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Ⅰ 総論

１ 計画策定の趣旨

本県では、障害のある人もない人も共に生活し、活動できる社会の構築を目指す

「ノーマライゼーション」の理念と、ライフステージのすべての段階において生き

がいをもって社会参加できるようにする「リハビリテーション」の理念のもとに、

平成６年度に「沖縄県障害者福祉長期行動計画」を策定し、さらに、平成10年度に

は、同計画の重点実施計画である「沖縄県障害者プラン」を策定して諸施策を推進

してきました。

国際的な動きとしては 「アジア太平洋障害者の十年」の最終年となる平成14年、

に、滋賀県において開催されたハイレベル政府間会合において、すべての人のため

の障壁のない、かつ権利に基づく社会に向けた行動課題「びわこミレニアム・フレ

ームワーク」が採択され、障害者施策の今後の方向が示唆されています。

このような国際的な潮流を踏まえ、本県においても、障害者が安心して快適に暮

らすことのできる地域社会の実現を目指し、新たな障害者計画として「第３次沖縄

県障害者基本計画～美らしま障害者プラン～」を平成16年３月に策定し、計画期間

である平成16年度から平成25年度までの10年間における施策の展開方法並びに目標

数値を定めました。

現行計画の計画期間の後期（平成21年度から平成25年度までの５年間）の終盤

を迎えるに当たり、平成18年度から施行された障害者自立支援法や障害者関係の法

制度の改正状況その他社会情勢の変化を踏まえ、さらに沖縄県障害福祉計画（第３

期）の新規項目を盛り込み計画期間の最終目標値を設定する必要があります。

２ 社会情勢の変化

⑴ 障害者の高齢化、障害の重度化・重複化

障害者、介助者の高齢化や、障害の重度化・重複化が進んでいます。これらの

人々が安心して暮らせる環境づくりが求められています。

⑵ 障害者の多様なニーズ

人々の生活水準の向上と価値観の多様化に伴い、障害者のニーズも多様化して

おり、個々のニーズへの対応が求められています。また、障害の種類によっても
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求める福祉サービスが異なり、個々の障害に即したサービスの提供が求められる

とともに、ライフサイクルのすべての段階を通して総合的かつ利用者本位の支援

が必要とされています。

⑶ 障害者に関わる国内外の情勢

① 障害者の権利擁護

国連において採択され、日本が平成19年９月に署名した障害者権利条約は、

平成20年４月に批准国の数が20に達し、同年５月に発効しました。

国連アジア太平洋経済社会委員会における「びわこミレニアム・フレームワ

ーク」は、その後期５年間の行動指針である「びわこプラスファイブ」が平成1

9 年に採択されました。

これらの動向を踏まえ、国内においては、障害者権利条約の批准に向けた動

きのほか、障害者虐待防止法の制定（平成24年10月施行 、障害者差別禁止法）

案の検討、欠格条項の撤廃など障害者の権利を擁護する活動が活発化していま

す。

② 国際生活機能分類（ＩＣＦ）の採択

世界保健機構（ＷＨＯ）によって、2001年５月に採択された国際生活機能分

類（ＩＣＦ）は、障害分類において新たに生活機能と環境因子の視点を加え、

障害の状態について共通の理解を図り、これまでの障害者認定のあり方や障害

者施策へ影響を及ぼすことが予想されます。

③ ユニバーサルデザインの浸透

障害者の日常生活や社会生活を困難にする物理的・心理的な障壁を除去する

バリアフリー化については、子供や高齢者などすべての人が利用しやすいユニ

バーサルデザインの考え方が浸透しつつあります。

④ 高度情報化社会への対応

ＩＴ技術の発展に伴い高度情報化する社会の中で、障害者が生活を豊かにし

就労の機会が拡げられるよう、情報化社会への対応が求められています。

⑷ 障害者に関する法改正

① 平成15年度までの主な法改正等

ア 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の改正（平成11年５月）

医療保護入院の要件の明確化、精神障害者の人権に配慮した医療の確保、
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市町村における公費負担申請及び精神障害者保健福祉手帳申請の経由事務、

居宅生活支援事業等の在宅福祉事業の追加等が行われました。

イ その他障害者に関する関連法の改正（平成12年６月）

平成12年６月には社会福祉事業法をはじめ身体障害者福祉法など福祉関係

各法の改正が行われ、身体障害者、知的障害者福祉サービスにおける新しい

利用制度の導入や、知的障害者福祉サービス実施事務の町村への委譲、手話

通訳者派遣事業等の社会福祉事業としての法定化など、障害者福祉に関する

大きな制度改革が行なわれました。

これを受け、身体障害者や知的障害者の新しい福祉サービスの利用制度と

して、平成15年度に「支援費制度」がスタートし、これまで行政が利用者を

特定しサービスの内容を決めていた「措置制度」から、障害者自身が必要と

するサービスを自ら選択し、契約によってサービスを受けることができるよ

うになりました。

ウ 介護保険法の施行（平成12年４月）

平成12年４月から介護保険法が施行され、利用者がサービス提供事業者と

の契約により介護サービスを受けることができる仕組みが導入されました。

これによって、障害者であっても65歳以上の者（同法に規定する40歳以上

の特定疾患にある者を含む ）については、介護に関するサービスは原則と。

して介護保険法により提供されることになりました。

② 平成16年度以降の主な法改正等

ア 発達障害者支援法（平成16年12月制定、平成17年４月施行）

従来の身体障害、知的障害、精神障害という３つの枠組みでは的確な支援

が難しかった発達障害のある方に対して、その障害の定義を明らかにし、保

健、医療、福祉、教育、雇用等の分野を超えた一体的な支援体制の整備が行

われました。

イ 障害者の雇用の促進等に関する法律の一部改正（平成18年４月全面施行）

精神障害者に対する雇用対策の強化、在宅就業者に対する支援、障害者福

。祉施策の有機的な連携による就業支援等を内容とする法改正が行われました

ウ 障害者自立支援法（平成17年10月制定、平成18年４月一部施行、同年10

月全面施行）
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身体障害、知的障害、精神障害の障害種別ごとに提供されてきた福祉サー

ビスを一元的に市町村が提供する仕組みが整備され、利用者負担の見直し、

国の財政責任の明確化を通じた安定的な制度の構築等が行われました。

エ 学校教育法の一部改正（平成19年４月施行）

児童生徒等の障害の重複化や多様化に伴い、一人ひとりの教育的ニーズに

応じた適切な教育等の実施や、学校と福祉、医療、労働等の関係機関との連

携が求められているため、個々のニーズに柔軟に対応し、適切な指導及び支

援を行う観点から、複数の障害に対応した教育を行うことのできる特別支援

学校が創設されました。

オ 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成18年６月制

定、同年12月施行）

公共交通機関、道路、建築物のみならず、都市公園、路外駐車場を含め、

障害のある人等が日常生活において利用する施設や経路を一体的に捉え、総

合的なバリアフリー化を促進するため、従来のいわゆるハートビル法と交通

バリアフリー法が「高齢者、障害者等の移動の円滑化の促進に関する法律」

に統合され、関係施策が拡充されました。

カ 障害者基本法の一部改正（平成18年６月一部施行、平成19年４月全面施

行）

障害者施策の基本的理念に障害を理由とする差別の禁止を明示するほか、

障害者週間（12月３日から９日まで）の設置、都道府県及び市町村障害者基

本計画の策定義務等が定められました。

キ 教育基本法の全部改正（平成18年12月施行）

教育の機会均等に係る規定に障害者の教育に係る支援が明記されました。

ク 障害者の雇用の促進等に関する法律の一部改正（平成21年４月施行）

障害者雇用納付金制度の適用範囲の拡大及び雇用率の算定に関する特例の

創設による中小企業における障害者雇用の促進、短時間労働に対応した雇用

率制度の見直し、企業グループ全体で雇用率を算定するグループ適用制度の

創設等がなされました。

ケ 障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を

見直すまでの間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整
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備に関する法律（いわゆる整備法。平成22年12月公布、同月一部施行、平成

24年4月施行）

障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を

見直すまでの間において、障害者及び障害児の地域生活を支援するため、利

用者負担の見直しや障害者の定義として発達障害を明記するなど、障害者自

立支援法等の関係法律の整備がなされました。

コ 障害者虐待の防止、障害者の擁護者に対する支援等に関する法律（平成23

年６月制定、平成24年10月施行）

障害者に対する虐待の禁止、国等の責務、虐待を受けた障害者に対する保

、 、護及び自立の支援のための措置 養護者に対する支援のための措置等を定め

障害者虐待の防止等の施策を促進し、障害者の権利利益の擁護に資すること

が定められました。

サ スポーツ基本法（スポーツ振興法の全面改正、平成23年８月施行）

障害者が自主的かつ積極的にスポーツを行うことができるよう、障害の種

類及び程度に応じ必要な配慮をしつつ推進することが基本理念に明記されま

した。

シ 障害者基本法の一部改正（平成23年８月施行）

目的規定を見直し、全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられるこ

となく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現すると明

記し、さらに障害者の定義の見直しが行われました。また、併せて選挙や司

法手続における配慮等が示されました。

ス 児童福祉法の一部改正（平成24年4月施行）

障害児支援強化のため、児童福祉法の一部が改正され、これまで障害種別

ごとに分かれていた施設・事業体系について「障害児通所支援 「障害児入」、

所支援」とそれぞれ一元化されました。

また、障害児通所支援については、身近な地域で質の高いサービスが受け

られるようにするため、支援の実施主体が県から市町村へ移管されました。

⑸ 事業主体として市町村の役割の重要性

法制度の改正に伴い、障害者福祉施策の推進における市町村の役割は重要度を

増し、事業主体となる市町村の積極的な取組みが求められています。県において
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は、総合的な福祉サービスの提供が行えるよう市町村との連携強化や支援体制の

充実を図る必要があります。

このような社会情勢の変化に的確に対応し、本県の障害者施策を総合的に推進

するため、新たな計画を策定するものです。

３ 計画の性格

この計画は、本県の障害者に関する基本計画及び実施計画であるとともに、市町

村が策定する障害者計画の基本方向を示す指針でもあります。また、障害者が社会

の一員として同等に生活できる共生社会を実現するためには、県民や民間企業、Ｎ

ＰＯなどの理解と協力が不可欠であり、すべての県民の自主的、主体的な行動の目

標、指針となるものです。

計画の内容は、障害保健福祉施策推進の基本的な考え方や具体的な推進方策及び

達成すべき障害保健福祉サービスの目標等を明らかにし、障害者施策の総合的な推

進を図るものです。

この計画の後期における数値目標については、この計画で定める施策の方向や計

画の推進に関する項目及び施策の展開方向やその体系を踏まえ、第３期沖縄県障害

福祉計画との有機的な連携を確保すること等を考慮して設定するものとし、当該計

画の目標達成と併せてこの計画の目標達成を目指すこととしています。

４ 計画の期間

計画期間は、平成16年度から平成25年度までの10年間とします。

５ 計画策定の基本的な考え方

この計画は、これまでのノーマライゼーションの理念を継承し、これを実現する

。 、 、社会の形成を目指します また 障害者が真に地域社会の一員として平等に暮らし

自立し安心して生活することができるように障害者の権利擁護を推進します。

すなわち、障害者が地域社会の一員としてともに暮らせる共生社会を実現するた

め、社会参加を阻む様々なバリアを取り除き、障害者が自己の選択と決定のもと自

ら望む生き方を実現できる社会の形成を目指します。

６ 施策の方向

障害者が社会の一員としてともに暮らせる共生社会の実現に向けて、次の３つを

施策の柱とします。

⑴ 暮らしを支える保健・医療・福祉サービスの充実をめざして
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障害者が、地域社会の中で安心して暮らしていけるように保健・医療・福祉サ

ービスの充実及び連携強化を図ります。

⑵ 一人ひとりの個性と可能性を活かす社会参加の拡大をめざして

障害者が、もてる能力と個性を発揮しながら、快適に生活し自己実現が図られ

るように様々な社会活動への参加を支援します。

⑶ ともに支え合う社会の構築をめざして

障害者の社会参加を困難にする物理的、心理的な障壁を取り除き、安全で心地

よい快適な生活環境の形成に努めます。

なお、これら施策の推進に当たっては、すべての施策に共通する基本的な視点

として障害者の権利擁護と障害特性に応じた多様なニーズへの適切な対応、利用

者本位のきめ細かな福祉サービスの提供の実施に取り組みます。

また、重点的な課題として、障害者の地域居住や社会参加の支援と、整備法に

より新たに障害者自立支援法の対象となった発達障害の支援や相談支援、さらに

は改正児童福祉法を基本にした障害児支援の充実を積極的に推進します。

７ 計画の推進

⑴ 沖縄県障害者施策推進協議会の活用

障害者や障害福祉関係者などを委員として構成する沖縄県障害者施策推進協議

会に、計画の進捗状況等を報告し、その意見を踏まえ、計画の効果的な推進を図

ります。

⑵ 国、市町村、民間との連携強化

障害者施策の推進に当たっては県民の理解のもと、国や市町村及びＮＰＯを含

、 、めた民間団体などとの連携を強化し 障害者のニーズが施策に反映されるように

体系的かつ効果的な保健・医療・福祉サービスの提供に努めます。

⑶ 圏域別施策の推進

地域特性に沿ったサービスの提供を確保するため、圏域別に障害福祉サービス

見込量及び事業所整備計画を定めます。また、各圏域における地域の実情や課題

に適切に対応するため、当該圏域の資源を活用するとともに、ニーズに応じたサ

ービス提供体制の確保に関する市町村の取組みを支援し、地域のニーズに即した

きめ細かな施策の展開を図ります。

⑷ 計画推進体制の強化
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施策の推進に当たっては、効果的かつスムーズな事業が展開できるように、障

害者関係団体やＮＰＯ、民間団体等、行政の連携強化を図るとともに、障害者の

ニーズが反映される施策を推進します。

⑸ 計画の見直し

社会情勢の変化や法制度の改正等を踏まえ、必要に応じて計画の見直しを行い

ます。計画の見直しに際しては、過去の実績評価を行うとともに、広く障害者の

意見が反映できるように取り組みます。

また、当事者を中心としたモニタリング調査を行い、障害者の意見の反映を図

ります。

計画の後期における目標のうち、第３期沖縄県障害福祉計画との整合性を確保

するため、目標数値の一部を新たに定めました。



- 9 -

Ⅱ 施策の展開方向

１ 暮らしを支える保健・医療・福祉サービスの充実をめざして

⑴ 保健、医療サービスの充実

障害者が安心して暮らせるような保健・医療サービスの充実を図るとともに、

障害の原因となる疾病の早期発見、早期治療に努めます。また、医療や医学的リ

ハビリテーションの充実を図り障害を軽減するとともに、障害の重度化・重複化

の予防に努めます。

① 保健、医療サービスの充実

妊産婦の健康教育や健康診査、乳幼児検診の充実など障害の原因となる疾病

の早期発見及び早期治療体制を強化するとともに、生活習慣病など加齢に伴う

障害を予防するため、県民の健康づくりを推進します。

また、疾病に対して適切な治療が受けられるように、専門医療機関や地域の

医療機関の充実及び関係機関との連携強化を促すとともに、障害者の健康を維

持するため、保健・医療と福祉サービスの連携強化を図ります。

このような保健、医療サービスに関する情報は、障害者が入手しやすい手段

を用いて情報の提供を行うとともに、福祉事務所、保健所や児童相談所などの

身近な地域における相談・指導体制の強化を図ります。

また、障害の原因となる疾病を早期発見して、適切な医療、医学的リハビリ

テーションの提供により、障害の軽減及び二次障害の予防に努めます。

●メタボリックシンドロームに着目した生活習慣病の予防

●疾病の早期発見、早期治療による障害の予防

●障害者の保健・医療体制の充実

●相談体制の充実

●医学的リハビリテーションの充実

② 精神障害者の保健・医療の充実

精神障害者については、人権の配慮や緊急時の対応など保健・医療体制の一

層の充実を図るとともに、相談・指導体制の強化や訪問看護を推進するなど、

障害者の社会復帰を促します。また、精神科医療の充実に努めます。
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●精神障害者の保健医療の充実及び社会復帰の促進

③ 医療費公費負担制度の充実

障害者が安心して医療を受けられるように、医療費の公費負担制度の充実に

努めます。

●公費負担制度の充実

⑵ 自立し安心して生活するための福祉サービスの充実

障害者が地域社会の中で生活するには、個々の障害特性によって異なる多様な

サービスが、身近な地域で供給される必要があります。これらの多様なニーズに

応えるため、地域の社会資源を最大限に活用して、障害者の地域移行や就労を促

進するための福祉サービスの充実に努めます。

① 訪問系サービス、相談支援及び地域生活支援事業の充実

障害者が日常生活を送るには、介護や家事等の日常生活上の支援や外出時の

介助など様々な場面での支援が必要とされ、求めるサービスは障害の種類や程

度によって異なります。これらの多様なニーズに対して、訪問系サービスの充

実と合わせて相談支援の強化を図り、個々のニーズに適したサービスの供給に

努めます。

また、障害者及びその家族が抱える様々な問題に対する相談窓口の強化や、

障害者の社会参加を促す地域情報の提供を行うなど、市町村と十分連携しなが

ら、身近な地域における総合的な支援体制の充実に努めます。

特に、精神障害者に対するサービス提供体制の整備を推進し、精神障害者の

地域生活支援に積極的に取り組みます。

●利用者のニーズに即した地域生活支援事業の充実

●相談支援体制の充実

●精神障害者に対するサービス提供体制の整備

② 日中活動系サービスの充実

日中活動系サービス事業所については、福祉施設入所者及び入院中の精神障

害者の地域生活への移行による新たな利用者の増加も考慮し、希望する障害者

が必要とする日中活動系サービスを受けることができるよう、圏域を単位とし

、 、 。て 障害福祉サービス事業所の設置を促進し 障害者の地域生活を支援します

●日中活動系サービス事業所を拠点とした地域生活や就労の促進
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③ 居住系サービスの充実

居住系サービスについては、施設入所支援サービスの提供体制の確保、圏域

を単位とするグループホーム及びケアホームの提供体制の整備を促進します。

●グループホーム及びケアホームの提供体制の整備

④ 発達障害を有する障害児（者）に対する総合的な支援

自閉症等の特有な発達障害を有する障害児（者）に対する支援を総合的に行

う拠点として発達障害者支援センターの運営を社会福祉法人等に委託し、発達

障害のある方やその家族等に対する相談支援、発達支援及び就労支援を行うと

ともに、発達障害に関する普及啓発及び支援にあたる者の計画的な人材育成を

図っていきます。

また、当事者家族を含めた関係機関との連携を図り、各ライフステージに応

じた支援が行われるよう地域における支援体制の整備を推進します。

●発達障害者支援センターの運営

●障害児等療育支援事業の実施

⑤ 高次脳機能障害についての支援

高次脳機能障害の支援拠点機関において、専門的な相談支援の充実、関係機

関との支援ネットワークの充実、正しい理解を促進するための普及啓発、支援

手法等に対する研修等を行い、支援体制の確立を図ります。

●高次脳機能障害支援普及事業の実施

⑥ 地域リハビリテーション体制の整備

住み慣れた地域や家庭で、寝たきりや要介護状態の予防を図るとともに、障

害者等がそれぞれの症状に応じた適切なリハビリテーションを継続して受ける

必要があります。

そのため、身近な地域におけるリハビリテーションを充実するとともに、医

療施設、福祉施設、市町村、保健所等が連携し、保健・医療・福祉のサービス

を切れ目なく効果的に提供する地域リハビリテーションシステムを整備する必

要があります。

●身体障害者地域リハビリテーション体制の整備

⑦ 経済的支援の充実

障害者の安定した生活が確保されるように、障害年金や特別障害者手当など
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各種制度の周知に努めます。

●各種制度の周知徹底

⑧ サービスの向上

個々の障害者のニーズに対応した福祉サービスの向上を図るため、サービス

の自己評価を進めるとともに、第三者機関による客観的なサービス評価を推進

します。

●自己評価の継続的な取組み

●第三者評価の推進

⑶ 障害者を支える人材の養成・確保

障害者が、社会の一員として日常生活や社会参加を実現するには、様々な場面

で多くの人々の支援を必要とします。そのために、これらの人材の養成及び確保

に努めます。

① 保健、医療の専門職員の養成

医師や看護師とともに、医学的リハビリテーションにおいて重要な理学療法

士や作業療法士、言語聴覚士、精神保健福祉士などの専門職員の養成に努めま

す。

●保健、医療人材の養成、確保

② 福祉サービスの人材確保

、 、障害者の自立した生活や社会参加を促すため 社会福祉士や精神保健福祉士

介護福祉士などの専門職員の養成を行うとともに、障害者のニーズに沿った福

祉サービスの調整を行う相談支援従事者や障害福祉サービス事業所におけるサ

、 、 、ービス管理者 障害者の地域での自立生活を支援する手話通訳者 手話奉仕員

要約筆記者、要約筆記奉仕員、点訳奉仕員、朗読奉仕員の養成に努めます。

さらに、障害者の日々の生活を支援するホームヘルパーやガイドヘルパーな

どのマンパワーの確保に努めます。

●福祉人材の養成、確保

２ 一人ひとりの個性と可能性を活かす社会参加の拡大をめざして

⑴ 教育、療育の充実

障害のある子供たち一人ひとりが、障害の程度及び特性に応じて、きめの細か

な支援を受け、自立した社会生活が営めるように、乳幼児期から学校卒業まで一
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貫した教育・療育体制の充実に努めます。また、障害のある子供たちやその家族

が望む就学先の選択肢が広がるように、就学指導体制の充実を図ります。

① 充実した教育、療育の実施

障害のある子供一人ひとりの障害の特性や発育段階に応じて、就学前から学

校卒業後までの個別の支援計画を策定するとともに、一貫した相談支援体制を

強化し、教育・療育の充実に努めます。

なお、肢体不自由児等の療育施設については、施設入所以外の障害児へ施設

を開放するなど、地域利用型施設へと機能強化を図ります。

●障害児の一貫した相談支援体制の強化

●個別の教育支援計画の策定

●療育施設の機能の強化

② 早期教育の充実

乳幼児期における障害のある子供の適切な育児を行うため、保護者への相談

・指導体制を強化するとともに、保育所における障害児保育の充実及び幼稚園

における障害児教育の充実を図り、幼児期から互いの存在を認め合う社会の実

現に努めます。

●就学前教育の充実

③ 学校教育の充実

特別支援学校については、在籍する児童生徒の教育・指導だけでなく、地域

の特別支援教育のセンターとして、障害のある幼児児童生徒及びその保護者に

対する相談支援を行うとともに、小・中学校や幼稚園等に対しても教育的支援

を行う体制の整備に努めます。また、児童生徒の社会的・職業的自立を促すた

め、日常生活指導や進路指導をするとともに、障害のない幼児児童生徒ととも

に学習する交流教育の充実に努めます。

、 、 、幼稚園 小・中学校 高等学校についても障害児の受入れ体制を整備強化し

障害児の学校選択の枠を広げ、共に学ぶ環境の中で互いの権利を尊重できる教

育の実現に努めます。

これらの教育施設については、バリアフリー化を推進し、障害児が学習しや

すい環境を整備します。

●特別支援学校の機能強化
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●教育施設の機能の強化

●幼稚園、小・中学校、高等学校における障害のある児童生徒の受入れ体制

の整備強化

●教育施設のバリアフリー化の推進

●小・中学校、高等学校における総合的な学習の時間等の中での福祉に係る

課題への対応

④ 特別支援教育の人材育成

障害のある子供たちの教育や療育を行うには、教育や医療、リハビリテーシ

ョンなど様々な専門家の協力が必要となることから、これら関係機関の連携強

化を促すとともに、特別支援教育に携わる教諭の専門性や指導力の向上を図り

ます。

●専門職員の養成

●特別支援教育に向けての教員研修の実施

⑤ 生涯学習、社会教育の充実

学校卒業後の学習意欲や個々の能力開発を支援するため、一人ひとりの障害

特性に配慮した生涯学習の場の提供に努めます。

●社会教育施設の整備

●学習機会の充実

●大学や専門学校など高等教育の整備、充実

⑵ 雇用拡大、就業の促進

障害者の社会貢献や経済的自立を図るうえで、仕事を持つことは大切なことで

す。障害者が働き続けることのできる環境を整備するため、個々の障害の種類、

程度や健康状態に合わせて働ける就労機会の条件整備に努めます。

① 雇用の促進

障害者の雇用拡大を図るため、企業に対し、障害者雇用率制度の普及啓発活

動や障害者雇用の相談支援体制を充実するとともに、事業所のバリアフリー化

や職員の意識啓発を促すなど、障害者が快適に働ける就労環境の形成に努めま

す。また、個々の障害の状況に応じた就労が可能となるように、在宅就労や短

時間雇用を促進するとともに、障害者雇用に貢献する製品やサービスの奨励、

ＩＴを活用した就業機会の拡大などを図ります。さらに、障害者自ら事業を行
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う意欲のある方に対しても積極的に支援を行います。

これら雇用や創業に関する情報の提供や相談・指導など、支援体制の強化に

努めます。

また、障害者の福祉施設から一般就労への移行を進めるとともに、福祉施設

における雇用の場の拡大及び障害者の工賃アップを推進します。

●企業に対する障害者雇用の啓発、相談指導体制の強化

●障害者が雇用され、かつ働きやすい環境整備の促進

●障害者創業・起業等の支援

●福祉施設から一般就労への移行促進

●福祉施設における雇用の場の拡大

●障害者に対する相談指導体制の充実

●福祉的就労における工賃アップの推進

●官公需の優先発注の推進

② 職業リハビリテーションの推進

障害者の雇用を促進するため、ＩＴ関連など新たな就業機会の拡大に資する

職業訓練の充実を図るとともに、途中障害により仕事を失った方の職場復帰を

、 。促すため 医療・福祉・教育と連携した職業リハビリテーションを推進します

●職業能力開発校における職業訓練の充実

●訪問パソコン研修の制度確立

●職業リハビリテーションの充実

⑶ 社会活動参加の促進

障害者が地域社会の中で、社会の一員として活きいきと暮らせるように、障害

者の求める様々な活動要求に対して支援体制の強化に努めます。

① 社会活動参加の推進

障害者の社会参加を促すため、求められている活動を的確に把握するととも

に、社会参加の妨げとなる様々な問題の解消に向けての取組みを強化します。

また、個々の障害特性に配慮した環境整備や情報の提供など、利用者のニーズ

に即した支援体制の強化に努めます。

●障害者のニーズの把握

●障害の特性に応じた支援体制の充実



- 16 -

●社会活動メニューの充実

② スポーツ・レクリエーション及び文化活動等の促進

障害者の社会参加を促し、地域住民との交流を図りお互いの理解を深めるた

め、スポーツ・レクリエーション活動や文化的活動を促進します。障害者の参

加を促す環境整備として、ダイビングやエコツーリズム等観光資源についても

障害に配慮し、指導員の養成、サークル活動の育成を図るとともに、イベント

などを開催し、障害者と地域住民の交流の場を形成します

●スポーツ・レクリエーション活動の支援強化

●文化活動の支援強化

●その他活動への対応

３ ともに支え合う社会の構築をめざして

⑴ 権利擁護システムの強化・推進

物理的な生活環境だけでなく、障害者に対する差別や権利侵害をなくし、人と

しての権利が保障されるように障害者の権利擁護を推進します。

① 権利擁護の推進

障害者の権利侵害に関する問題を処理する福祉オンブズマンの設置、公募制

による第三者機関の設置について当事者の参画を求めます。また、当事者のエ

ンパワメントを引き出す当事者活動の支援体制を強化します。さらに、これら

権利擁護に関して、障害者の権利行使を促す情報の提供を行います。

●福祉オンブズマンの設置

●コンタクトパーソン導入の検討

●日常生活自立支援事業の推進

●成年後見制度の利用促進

●障害者１１０番の充実

② 権利擁護機関の連携・ネットワークの形成

社会犯罪から障害者を保護するため、行政や学校、警察の連携強化を図りま

す。

●関係機関の連携強化

③ 欠格条項の改善

条例・規則などにおいて、障害があることを理由に資格・免許等の付与を制



- 17 -

限する欠格条項について、障害者の人権が損なわれることのないよう見直しを

行います。

●欠格条項の見直し

⑵ 啓発広報活動の強化

障害者が地域の中で生活するには、住民の「心のバリア」が大きな障壁となり

ます。これらを取り除き、障害者と地域住民が共生する社会を実現するため、障

害者への理解を深める啓発・広報活動や障害に対する福祉教育の実施、障害者と

住民の交流機会の拡大を図ります。

① 広報活動の推進

障害に対する理解を深めるため、障害者の施設や活動状況等をテレビやラジ

オ、新聞などのマスメディアを通して広く県民に周知するとともに、民間企業

やＮＰＯと連携したイベントを開催するなど、計画的かつ効果的な広報啓発活

動を推進します。

また、観光で本県を訪れる障害者に対しても、施設利用や様々な福祉サービ

スについての情報提供を行います。

さらに、障害者が地域社会において安心して生活できるように、公共サービ

ス従事者の障害者に対する理解促進を図ります。

なお、障害者の実態に即した施策の実現を図るため、障害者の生活実態や意

識調査を実施するとともに、公聴会を開催し、障害者の意向反映に努めます。

●広報啓発活動の充実

●情報提供の充実

●公共サービス従事者の障害者に対する理解促進

●福祉マークや耳マークなどシンボルマークの普及

●調査研究、公聴の強化

② 福祉教育の推進

幼児期から、障害者に対して偏見を持たない環境づくりに努めます。

幼稚園、小・中学校、高等学校においても特別支援学校との交流を促し、障

害者への理解を深める福祉教育を推進するととともに、学校卒業後も生涯学習

の一環として福祉教育の充実に努めます。また、これら福祉教育の各場面にお

いて、障害当事者を福祉教育の人材として養成し、活用を図ります。
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●就学前の環境形成

●学校教育における福祉教育

●一般福祉教育

●小・中学校、高等学校における総合的な学習の時間等の中での福祉に係る

課題への対応

③ ボランティア、ＮＰＯ、民間企業及び障害者団体等の育成・支援

障害者の社会参加を図る上で重要な、ガイドヘルパーやコンタクトパーソン

などの確保については、地域で活動するボランティアやＮＰＯなどが重要な担

い手となることから、これら団体の育成・支援に努めます。

また、住民のボランティア活動を通して、住民と障害者との交流が生まれ、

互いの理解が深まることから、社会福祉協議会を中心としたボランティアネッ

トワークの形成を図ります。さらに、障害者同士によるボランティアを通した

相互理解、相互支援システムの構築に努めます。

障害者当事者が自らの意見を集約し、福祉施策に対して提言が行えるシステ

ムの構築を図ります。

障害者自立支援法の施行に伴い、民間事業者の果たす役割が大きくなったこ

とから、これら事業者の育成に努めます。

●ボランティア、ＮＰＯの育成・支援

●ボランティアネットワークの形成

●障害者団体の育成・支援

●障害者団体のネットワーク強化

●民間事業者の育成

⑶ 地域生活環境の整備

障害者を含めたすべての人が安心して生活できるように 「沖縄県福祉のまち、

づくり条例」に基づき、公共公益施設、道路・公園、交通機関など街のバリアフ

リー化を促進するとともに、生活の場となる住宅のバリアフリー化の啓発に努め

ます。また、これらの整備に当たって、障害者だけでなく子供からお年寄りまで

のすべての人が利用しやすいユニバーサルデザインの普及に努めます。さらに、

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律の普及啓発を図り、バリ

アフリー化を促進します。
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また、災害時など緊急時における障害者の安全確保に努めます。

① 福祉環境の整備

障害者の社会活動を促すため、公共の施設を始め多くの人が利用する民間施

設などのバリアフリー化を進めます。また、バリアフリー化に向けては、障害

者を含めすべての人が利用しやすいユニバーサルデザインの普及に努めます。

さらに、今後の障害者の余暇活動として希望の多い旅行など、障害者のニー

ズに対応した環境整備を促進します。

●福祉のまちづくりの推進

●公共的施設のバリアフリーの推進

●障害者のニーズに対応した施設整備の促進

② 住宅環境の整備

障害者の快適な日常生活を確保するため、個々の障害特性に適切に対応した

住宅のバリアフリー化を推進するとともに、障害者が安心して地域で生活でき

るように住宅の整備を促進します。また、公共賃貸住宅についてもバリアフリ

ー対応の住宅整備に努めます。

●民間住宅のバリアフリーの支援

●グループホーム及びケアホームの整備促進

●公共賃貸住宅のバリアフリーの推進及び公共賃貸住宅の優先入居

●民間賃貸住宅入居支援

③ 移動、交通手段の整備

障害者の活動範囲を拡げ、社会参加を促すために、障害者が安心して利用で

きる公共交通のバリアフリーの推進を図るとともに、障害の重い人の外出手段

の確保に努めます。特に、本島と離島及び離島間を結ぶ船や港湾等のバリアフ

リー化を進めます。また、障害者が安心して安全に歩行できるバリアフリーの

道づくりを推進するとともに、歩道の障害物撤去など住民のマナー向上に努め

ます。

●公共交通のバリアフリー推進

●港湾等のバリアフリー化の推進

●バリアフリーの道づくりの推進

●自家用自動車改造への援助
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④ 防災、防犯対策の推進

、 、障害者が地域で安心して暮らせるように 災害時の緊急連絡や避難方法など

個々の障害特性に応じた対処策を備えるとともに、障害者の防災意識の向上を

促すため、啓発活動及び避難訓練の実施に努めます。また、警察への緊急通信

体制を強化し、防犯の充実を図ります。

●緊急時の連絡体制の充実

●避難訓練の実施

⑤ 情報・コミュニケーションの確保

障害者の積極的な地域社会参加を図るために必要な様々な情報を、ＩＴを活

用することで容易に受発信できるように障害者の情報リテラシー（情報活用能

力）の向上を図るとともに、情報のバリアフリー化の推進に努めます。特に、

情報入手の困難な聴覚障害者や視覚障害者に対しては容易に情報を伝えること

のできる情報伝達手段の整備に努めます。また、コミュニケーション支援を必

要とする視聴覚障害者に対する、手話通訳者、手話奉仕員、要約筆記者、要約

筆記奉仕員、点訳奉仕員、朗読奉仕員の養成・研修を促進するとともに、これ

らの派遣体制の強化を図ります。

●情報伝達メニューの充実

●コミュニケーション手段の充実

●ＩＴ化への対応

●聴覚障害者情報提供施設の整備

●その他の障害特性に配慮した情報提供施設の整備

⑷ 国際交流・協力活動の推進

障害者に対する国際社会の認識を理解し、本県の地理的、文化的な特性を生か

した近隣諸国への交流・協力活動を推進します。

① 国際交流活動の推進

障害者に関する国際的な動向の情報提供を行うとともに、文化やスポーツ・

レクリエーション活動を通した国際交流を促すため、障害者の海外派遣を行い

ます。

●国際交流活動の推進

●障害者の国際大会などへの派遣
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② 国際協力活動の推進

近隣のアジア諸国に対し、その国の文化を尊重し、可能な貢献を果たしてい

きます。

●国際協力活動の推進
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Ⅲ 目標設定

施策の推進にあたり、次のとおり目標を定め、目標値を設定します。

障害者の権利が守られ、安心して暮らせる社会の形成を目指します。目標１

項 目 内 容 平成19年度末 目標年度 目 標 値

障害者の権利を 日常生活自立支援 388件 平成25年度 818件

擁護する取組み 事業契約件数

事業所の第三者委 49.9% 平成25年度 72.0%

員設置割合

障害者の地域生活を支援するため、障害福祉保健圏域や市町村など身近な目標２

地域における福祉サービスの向上を図ります。

項 目 内 容 平成19年度末 目標年度 目 標 値

生活支援体制の 発達障害者支援セ １か所 平成25年度 １か所

整備 ンターの設置

障害に対する適 高次脳機能障害の ２か所 平成25年度 ２か所

切な保健・医療 支援拠点機関の設

サービスの充実 置

多様な相談支援 市町村障害者相談 41市町村 平成25年度 41市町村

体制の強化 支援事業実施市町
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村

障害児療育支援事 ８か所 平成25年度 10か所

業の実施

計画相談支援の利 － 平成25年度 997人

用者数

地域移行支援の利 － 平成25年度 149人

用者数

地域定着支援の利 － 平成25年度 146人

用者数

障害児相談支援の － 平成25年度 258人

利用者数

地域移行の推進 訪問系サービスの 1,146人 平成25年度 3,085人

利用者数

訪問系サービスの 37,678時間 平成25年度 95,797時間

利用量

生活介護の利用者 542人 平成25年度 3,508人

数

生活介護の利用量 8,555人日分 平成25年度 65,321人日分

自立訓練（機能訓 63人 平成25年度 84人

練）の利用者数
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自立訓練（機能訓 910人日分 平成25年度 1,342人日分

練）の利用量

自立訓練（生活訓 124人 平成25年度 371人

練）の利用者数

自立訓練（生活訓 1,928人日分 平成25年度 6,222人日分

練）の利用量

就労移行支援の利 108人 平成25年度 838人

用者数

就労移行支援の利 1,917人日分 平成25年度 14,917人日分

用量

就労継続支援（Ａ 80人 平成25年度 588人

型）の利用者数

就労移行支援（Ａ 1,698人日分 平成25年度 11,620人日分

型）の利用量

就労継続支援（Ｂ 257人 平成25年度 2,765人

型）の利用者数

就労移行支援（Ｂ 4,319人日分 平成25年度 49,965人日分

型）の利用量

療養介護の利用量 56人分 平成25年度 397人分
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児童発達支援の利 平成25年度 622人

用者数

児童発達支援の利 － 平成25年度 7,813人日分

用量

医療型発達支援の － 平成25年度 84人

利用者数

医療型発達支援の － 平成25年度 1,260人日分

利用量

放課後デイサービ － 平成25年度 1,726人

スの利用者数

放課後デイサービ － 平成25年度 23,622人日分

スの利用量

保育所等訪問支援 － 平成25年度 454人

の利用者数

保育所等訪問支援 － 平成25年度 849人日分

の利用量

短期入所の利用量 1,603人日分 平成25年度 4,555人日分

共同生活援助（グ 327人分 平成25年度 933人分

ループホーム）及

び共同生活介護事

業（ケアホーム）
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の利用量

共同生活援助（グ 69か所 平成25年度 235か所

ループホーム）及

び共同生活介護事

業（ケアホーム）

の設置住居数

福祉施設入所者数 2,761人分 平成25年度 2,498人分

１年未満入院者の － 平成25年度 76％

平均退院率

在院期間5年以上 － 平成25年度 32人

かつ65歳以上の年

間退院者数

障害者の生活を 障害者社会活動推 182団体 平成25年度 272団体

支援する民間事 進事業実施補助団

業者、ＮＰＯ、 体

障害者団体の支

援

備考１ 単位については 「時間分」とあるのは１月あたりの総利用時間と 「人日、 、

分」とあるのは１月当たりの総利用日数と 「人分」とあるのは１月あたり、

の利用人数とする。

備考２ 従来の「児童デイサービス」は、平成24年4月から改正児童福祉法により新

たに障害児通所支援として「児童発達支援 「医療型児童発達支援 「放課」、 」、

後等デイサービス 「保育所等訪問支援」の４種類のサービスとして実施さ」、

れることとなった。
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備考３ 平成24年4月から「精神障害者地域移行支援特別対策事業」は 「精神障、

害者地域移行・地域定着支援事業」に変更となった。また、沖縄県障害者福

祉計画（第3期）において設定された指標にあわせた。

障害者の社会参加を支援するとともに、公共公益施設や公共交通など街の目標３

バリアフリー化を進めます。

項 目 内 容 平成19年度末 目標年度 目 標 値

障害者の活動を 移動支援従事者養 1,078人 平成25年度 4,484人

支援する専門職 成研修受講者（旧

員の養成研修、 障害者ガイドヘル

マンパワーの確 パー研修）

保

居宅介護従事者養 1,581人 平成25年度 5,006人

成研修（旧ホーム

ヘルパー養成研

修）

相談支援従事者初 498人 平成25年度 2,298人

任者研修受講者数

相談支援従事者現 96人 平成25年度 316人

任研修受講者数

サービス管理者養 203人 平成25年度 2,008人

成研修受講者

重度訪問介護従事 22人 平成25年度 122人

者養成研修
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行動援護従事者養 － 平成25年度 334人

成研修

介護職員等による － 平成25年度 200人

たん吸引等の実施

のための研修

同行援護従事者養 － 平成25年度 650人

成研修受講者数

スポーツ大会な 障害者スポーツ指 214人 平成25年度 273人

どイベントの開 導員の養成

催及び当事者団

体の運営への参

加

福祉のまちづく 福祉のまちづくり 255件 平成25年度 454件

り条例に基づく 条例に基づく適合

特定生活関連施 施設の件数

設のバリアフリ

ー化の推進

すべての障害者 乗合バス路線への 26台 平成25年度 141台

が利用しやすい 低床バス導入

移動システムの

整備 公共交通・移動支 ８種類 平成25年度 ８種類

援情報の提供

音響式視覚障害者 － 平成25年度 ５台
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用交通信号付加装

置

路外駐車場のバリ 17.0％ 平成25年度 28.0％

アフリー化の推進

都市公園のバリア 39.6％ 平成25年度 50.0％

フリー化の推進

浮桟橋のバリアフ 24基 平成25年度 31基

リー化の推進

障害者の雇用・就業の拡大を図ります。目標４

項 目 内 容 平成19年度末 目標年度 目 標 値

法定雇用率の達 障害者雇用率 1.63％ 平成25年度 2.0％

成

相談支援体制の 障害者就業・生活 ３か所 平成25年度 ５か所

強化 支援センターの設

置

総合的支援施策 福祉施設から一般 23人 平成25年度 202人

（ ）の推進 就労への年間移行 平成17年度

者数

就労移行支援の利 108人 平成25年度 838人

用者数
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就労継続支援の利 337人 平成25年度 3,353人

用者数

県及び市町村の機 11か所 平成25年度 ０か所

関における障害者

雇用の促進（未達

成機関数）

在宅就業支援団体 0か所 平成25年度 ２か所

登録数

職場実習受入れ企 266事業所 平成25年度 500事業所

（ ）業事業所数 延べ

障害児とともに学ぶ環境の中で、互いの存在を認め合い人権を尊重する教目標５

育を実施します。

項 目 内 容 平成19年度末 目標年度 目 標 値

共に育ち合う教 ボランティア推進 328校 平成25年度 439校

育の充実 校の指定

「心の輪を広げる 51作品 平成25年度 278作品

体験作文」応募作

品

「障害者の日のポ ５作品 平成25年度 278作品
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スター」応募作品

小中高等学校と特 178校 平成25年度 300校

別支援学校との交

流

学校における障 県立高校バリアフ 14校 平成25年度 24校

害児の受入れ体 リー化

制の整備強化

すべての学校へ特 437校 平成25年度 432校

別支援教育コーデ

ィネーターの配置

広域特別支援連携 ６か所 平成25年度 ６か所

協議会の設置

障害者の情報格差を解消し、住民とのコミュニケーションを促す情報のバ目標６

リアフリー化を推進します。

項 目 内 容 平成19年度末 目標年度 目 標 値

障害者情報提供 法人立聴覚障害者 ０か所 平成25年度 １か所

施設の整備 情報提供施設

コミュニケーシ 手話通訳者養成研 212人 平成25年度 392人

ョンを支援する 修受講者

人材の養成・研

修及び派遣体制 要約筆記奉仕員養 180人 平成25年度 360人

の強化 成研修受講者
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手話・要約筆記奉 24市町村 平成25年度 28市町村

仕員等の派遣市町

村

点訳奉仕員養成研 254人 平成25年度 474人

修受講者

朗読奉仕員養成研 190人 平成25年度 332人

修受講者

聴覚障害者通信サ 2,500件 平成25年度 2,964件

ービスの利用

。目標７ 日中活動系サービス事業所を拠点として地域生活や就労の推進を図ります

項 目 内 容 平成19年度末 目標年度 目 標 値

日中活動系サー 生活介護事業所 28か所 平成25年度 112か所

ビス事業所の整

備充実 療養介護事業所 １か所 平成25年度 ６か所

短期入所事業所 54か所 平成25年度 66か所

自立訓練（機能訓 ５か所 平成25年度 9か所

練）事業所

自立訓練（生活訓 16か所 平成25年度 46か所

練）事業所
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就労移行支援事業 16か所 平成25年度 76か所

所

就労継続支援Ａ型 ３か所 平成25年度 38か所

事業所

就労継続支援Ｂ型 25か所 平成25年度 151か所

事業所

障害者団体の支援及び福祉施策への当事者参加を実施します。目標８

項 目 内 容 平成19年度末 目標年度 目 標 値

各障害者団体の 沖縄県身体障害者 600人 平成25年度 1,000人

支援及びネット 福祉大会参加者

ワーク強化

知的障害者教育・ 211人 平成25年度 300人

福祉・就労大会参

加者

精神保健福祉普及 500人 平成25年度 600人

大会参加者

障害者社会参加推 19回 平成25年度 31回

進協議会開催

障害者の福祉施 障害者施策推進協 １回 平成25年度 毎年度

策への意向反映 議会の開催 １回以上
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障害者計画の進行 ０回 平成25年度 毎年１回

管理を県ホームペ

ージで公表
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Ⅳ 圏域別の施策展開

今後の障害者福祉は、障害者に最も身近な立場にある市町村が、当事者のニーズ

を的確に把握して取り組んで行くことが重要となります。市町村においては、障害

者数、財政規模、施設整備状況等から市町村だけでは十分な保健福祉サービスの提

供に無理があり、複数市町村を含む広域的な対応を図るため 「障害保健福祉圏域」、

を設けています。本県では北部圏域、中部圏域、南部圏域、宮古圏域、八重山圏域

の５つの圏域を設定しています。

各圏域では、圏域間の機能分担と相互の連携強化により福祉サービスの充実を図

る必要がありますが、島しょからなる本県では、特に、宮古や八重山の離島圏域に

おいて本島との機能分担が図りにくく、それぞれの圏域において総合的な福祉サー

ビスの提供が求められます。

また、離島地域では船や飛行機による移動が必須となること、さらに昔ながらの

強固な地域コミュニティや固有の生活慣習が存在し、このような背景から障害者が

求める福祉サービスも地域によって異なっています。

このようなことから、各圏域における地域の実情や課題に対応するため、地域自

立支援協議会や圏域自立支援連絡会議における協議を通じ、各地域における独自の

資源開発・改善を図るほか、複数市町村の福祉ニーズに対応する事業所に対し当該

地域への進出を働きかけるなどし、市町村の取組みについて支援し、きめ細かな施

策の展開を図ります。

１ 北部圏域

北部圏域の障害福祉サービスを提供する事業所については、着実に整備され、北

、部圏域におけるサービス利用者のニーズを満たすことができると見込まれるものの

圏域内の各地域における障害者のニーズに係る変化を的確に把握し、必要となる障

害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の整備を市町村と連携

して推進します。

２ 中部圏域

中部圏域の障害福祉サービスを提供する事業所については、特に生活介護、短期

入所、共同生活援助（グループホーム）及び共同生活介護(ケアホーム）のニーズが
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増えることが予想されることから、これらニーズに応じたサービスを提供できる体

制の計画的な整備を促進するほか、これらの障害福祉サービスに対するニーズの変

化を的確に把握し、必要となる障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業

の提供体制の整備を市町村と連携して推進します。

３ 南部圏域

南部圏域の障害福祉サービスを提供する事業所については、特に障害児通所事業

所、共同生活援助（グループホーム）及び共同生活介護（ケアホーム 、生活介護、）

就労支援等のニーズが増えることが予想されることから、これらニーズに応じたサ

ービスを提供できる体制の計画的な整備を促進するほか、これらの障害福祉サービ

スに対するニーズの変化を的確に把握し、必要となる障害福祉サービス、相談支援

及び地域生活支援事業の提供体制の整備を市町村と連携して推進します。

４ 宮古圏域

宮古圏域の障害福祉サービスを提供する事業所については、特に就労継続支援、

共同生活援助（グループホーム）及び共同生活介護（ケアホーム）等のニーズが増

えることが予想されることから、これらのニーズに応じたサービスを提供できる体

制の計画的な整備を促進するほか、これらの障害福祉サービスに対するニーズの変

化を的確に把握し、障害者が生まれ育った地域で暮らしていけるよう、必要となる

障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の整備を市町村と連

携して推進します。

５ 八重山圏域

八重山圏域の障害福祉サービスを提供する事業所については、特に生活介護、自

立訓練、就労継続支援、障害児通所支援事業所、共同生活援助（グループホーム）

及び共同生活介護（ケアホーム）等のニーズが増えることが予想されることから、

これらニーズに応じたサービスを提供できる体制の計画的な整備を促進するほか、

これらの障害福祉サービスに対するニーズの変化を的確に把握し、障害者が生まれ

育った地域で暮らしていけるよう、必要となる障害福祉サービス、相談支援及び地

域生活支援事業の提供体制の整備を市町村と連携して推進します。


